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明 職 第 ５ ２ 号 

2022 年(令和４年)11 月 10 日 

 

 

［明石市労働組合連合会への回答］  

 

 

 

 

 

 

年末一時金及び２０２２年度賃金改善等 

に 関する 要求に ついて（ 最終回 答） 

 

 

 

みだしのことについて、次のとおり回答します。 

 

 

１ 勤勉手当については、本年の人事院勧告どおり、一般職にあっては、

支給率を年間０.１月引き上げ、本年１２月１日に遡及するための条例改

正案を本年１２月議会に提出します。 

また、現行の条例・規則等に基づく期末勤勉手当は、１２月９日に支

給し、改正後の条例・規則等に基づく勤勉手当の差額分は、１２月２８

日に支給する予定です。 

 

 

（参考：現行の支給率） 

期 末 手 当  １.２００月(再任用職員０.６７５月) 

勤 勉 手 当  ０.９５０月(再任用職員０.４５０月) 

合  計   ２.１５０月(再任用職員１.１２５月) 

 

（参考：改正後の支給率） 

期 末 手 当  １.２００月(再任用職員０.６７５月) 

勤 勉 手 当  １.０５０月(再任用職員０.５００月) 

合  計   ２.２５０月(再任用職員１.１７５月) 
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２ 給料月額については、本年の人事院勧告どおり若年層を対象に引き上げ、

本年４月１日に遡及するための条例改正案を本年１２月議会に提出しま

す。  

また、改正後の条例・規則等に基づく差額分は、勤勉手当の差額とあ

わせ、１２月２８日に支給する予定です。 

 

３ 再任用職員の職務・職責については、国や近隣他都市の状況のほか、本

年１２月に実施する定年引上げ対象職員への意向調査の結果を踏まえ、 

６０歳以降の働き方の整理を進めていく考えです。 

その上で、令和６年度から、整理後の職務・職責に応じた職務給を適用

していく考えです。 

 

４ 定年年齢の引上げについては、来年４月１日からの制度導入に向け、本

年１２月議会に条例改正案を提出します。  

  なお、制度の運用に関し、協議すべき事項については、今後も引き続き

協議していく考えです。  

 

 


